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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第130期
第２四半期
累計期間

第131期
第２四半期
累計期間

第130期
第２四半期
会計期間

第131期
第２四半期
会計期間

第130期

会計期間

自　平成21年
　　　４月１日
至　平成21年
　　　９月30日

自　平成22年
　　　４月１日
至　平成22年
　　　９月30日

自　平成21年
　　　７月１日
至　平成21年
　　　９月30日

自　平成22年
　　　７月１日
至　平成22年
　　　９月30日

自　平成21年
　　　４月１日
至　平成22年
　　　３月31日

売上高 (千円) 5,512,7845,529,7423,291,0283,083,81313,046,909

経常利益又は
経常損失（△）

(千円) △47,518 △53,399 1,582 10,844 150,805

四半期（当期）純利益
又 は 四 半 期 純 損 失
（△）

(千円) △65,997 △92,537 17,198 21,219 101,409

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 1,204,9001,204,9001,204,900

発行済株式総数 (株) ― ― 13,233,00013,233,00013,233,000

純資産額 (千円) ― ― 7,473,2177,421,4287,601,005

総資産額 (千円) ― ― 12,992,13012,622,78113,887,593

１株当たり純資産額 (円) ― ― 568.29 564.45 578.10

１株当たり四半期（当
期）純利益又は四半期
純損失（△）

(円) △5.02 △7.04 1.31 1.61 7.71

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― 7.50

自己資本比率 (％) ― ― 57.5 58.8 54.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 705,055 409,155 ― ― 431,234

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △24,343△117,025 ― ― △87,214

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △97,389 △97,272 ― ― △99,083

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,174,2621,030,733835,876

従業員数 (名) ― ― 277 245 260

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社がないため記載を省略しております。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益につきましては、第130期第２四半期累計期間及び第131期第

２四半期累計期間は１株当たり四半期純損失であり、また、第130期第２四半期会計期間、第131期第２四半期

会計期間及び第130期は潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はあり

ません。

また、主要な関係会社の異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 245

(注) 従業員数は就業人数であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期会計期間における生産実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

生産高

数量(屯)
金額
（千円)

前年同四半期比（％）

数量 金額

　コンクリート関連事業 　 　 　 　

　　　　　　　セメント二次製品部門 23,039 581,346 ― ―

(注) １　生産金額は、製造原価であります。

２　上記の他に同業他社等よりの仕入製品等が１千３百万円あります。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 受注実績

当第２四半期会計期間における受注実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

受注高 受注残高

数量
（屯)

金額
（千円)

前年同四半期比
(％） 数量

（屯)
金額
（千円)

前年同四半期比
(％）

数量 金額 数量 金額

コンクリート関連事業 　 　 　 　 　 　 　 　

　①セメント二次製品部門 30,8531,073,996― ― 35,1701,173,566― ―

　②工事部門 ― 106,671― ― ― 123,315― ―

　③その他部門 ― 2,028,369― ― ― 506,207― ―

計 30,8533,209,038― ― 35,1701,803,089― ―

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　その他部門の主な内容は、工事施工に併せて使用する資材及び土木建設業者より受注の工事用資材であり、受

注高は19億４百万円であります。

(3) 販売実績

当第２四半期会計期間における販売実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

販売高

数量（屯)
金額
（千円)

前年同四半期比(％）

数量 金額

コンクリート関連事業 　 　 　 　

　　　①セメント二次製品部門 26,627943,591 ― ―

　　　②工事部門 ― 118,943 ― ―

　　　③その他部門 ― 2,008,516 ― ―

計 26,6273,071,052 ― ―

不動産事業 ― 12,761 ― ―

合　計 26,6273,083,813 ― ―

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前第２半期会計期間 当第２四半期会計期間

金額(千円) 割合(％) 金額（千円） 割合（％）

塚本總業㈱ 1,266,294 38.5 1,256,560 40.7

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　その他部門の主な内容は、工事施工に併せて使用する資材及び工事建設業者より受注の工事用資材であり、

売上高は18億８千５百万円であります。
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等はあ

りません。　　

　　前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、アジア向けの輸出拡大等により企業収益は回復の兆しが

見られますが、急激な円高の進行や株安等の不安要因によって、景気の先行きは引き続き不透明な状況で推

移しております。

　当社の関連するコンクリート製品業界におきましては、財政の悪化に伴う公共事業予算の縮減及び民間設

備投資の抑制などの影響が大きく、加えて第２四半期は期間的要因である不需要期にあたり、依然として厳

しい業況となりました。

　このような状況の中で当社は、新たに中期経営３カ年計画Chalenge「NewRebirth」を策定し、当社の主力

製品でありますボックスカルバートの、施工性経済性を追求した耐震性接着継手工法「Ｔ・Ｂ（タッチボ

ンド）工法」や環境を重視した施工方法であります「ＥＣＯ－ＣＬ（エコ・クリーンリフト）工法」の、

積極的な普及・拡販を軸に販売力強化に努めてまいりました。当第２四半期会計期間の売上高は30億８千

３百万円となり、前年同四半期に比べ２億７百万円の減収となりました。

　損益面におきましては、製造原価管理と販売費及び一般管理費の節減への取り組みを続けてまいりまし

た。その結果、営業利益は0.6百万円(前年同四半期は１千２百万円の損失）、経常利益では１千万円（前年

同四半期は１百万円の利益）となり、特別損益及び税金費用等の計上により四半期純利益は２千１百万円

（前年同四半期は１千７百万円の利益）となりました。

　

セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。

(コンクリート関連事業)

　コンクリート関連事業は、公共事業の継続的な縮小の中、受注高が32億９百万円、売上高は30億７千１百万

円、セグメント利益は４百万円となりました。

　①セメント二次製品部門は、受注高が10億７千３百万円、売上高は９億４千３百万円となりました。

②工事部門は、受注高が１億６百万円、売上高は１億１千８百万円となりました。

③その他部門は、工事用資材及びコンクリート製品に装着する資材等で、受注高は20億２千８百万　　

　　円、売上高は20億８百万円となりました。

 

　(不動産事業)

　不動産事業は、当社が保有するマンション等の賃貸収入で、売上高は１千２百万円、セグメント利益は６百

万円となりました。
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（２）財政状態の分析

当第２四半期会計期間末における総資産は126億２千２百万円（前事業年度末に比べ12億６千４百万円

減少）となりました。流動資産は前事業年度末に比べ13億６千９百万円減少し、94億１千４百万円となり、

固定資産は１億４百万円増加して32億８百万円になりました。流動資産の主な減少は、受取手形及び売掛金

の減少15億３千９百万円となっております。

当第２四半期会計期間末における負債は52億１百万円（前事業年度末比べ10億８千５百万円減少）とな

りました。流動負債は前事業年度末に比べ10億６千６百万円減少し、47億１千４百万円となり、固定負債は

前事業年度末に比べ１千８百万円減少し、４億８千６百万円となりました。流動負債の主な減少は支払手形

及び買掛金の減少10億８千３百万円であります。

当第２四半期会計期間末における純資産は74億２千１百万円（前事業年度末に比べ１億７千９百万円減

少）となりました。主な減少は四半期純損失９千２百万円及び配当金の支払９千８百万円による利益剰余

金の減少１億９千１百万円となっております。その結果、自己資本比率は58.8％となりました。

　

（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」と云う）は前四半期会計期間末に比

べ、３億３百万円増加（前年同四半期は６億４千９百万円の増加）し、当第２四半期会計期間末残高は10億

３千万円となりました。

 

（営業活動におけるキャッシュ・フロー）

営業活動における資金収支は、税引前四半期純利益が９百万円となり、減価償却実施額４千１百万円、売

上債権の減少２億８千４百万円等の資金増加が、その他の負債の減少１千９百万円等の資金の減少を上

回ったことにより、資金の増加は４億６千９百万円(前年同四半期は６億１千８百万円の増加）となりまし

た。

 

（投資活動におけるキャッシュ・フロー）

投資活動における資金収支は、有形固定資産の取得による支出４千１百万円、投資有価証券の取得による

支出１億２千５百万円等の資金の減少により、資金の減少は１億６千７百万円（前年同四半期は２千９百

万円の増加）となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動における資金収支は、資金の増加が１百万円（前年同四半期は２百万円の増加）となりました。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。

 

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。　

会社の支配に関する基本方針

(1) 会社の支配に関する基本方針の内容

上場会社である当社の株式は株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社の株式に

対する大規模買付提案又はこれに類似する行為があった場合においても、一概に否定するものではな
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く、最終的には株主の皆様の自由な意思により判断されるべきであると考えます。

しかしながら、このような株式の大規模な買付や買付提案の中には、その目的等から見て企業価値ひ

いては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を強要するおそれのあ

るもの、対象会社の取締役会や株主が買付の条件等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代

替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないものなど、不適切なものも少なくありません。

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、経営の基本理念、企業価値のさま

ざまな源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益を中長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えております。

従いまして、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案又

はこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であ

ると考えます。

(2) 会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組み

当社では、多数の投資家の皆様に長期的に継続して当社に投資していただくため、当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益を向上させるための取組みとして、以下の施策を実施しております。これらの取

組みは、会社の支配に関する基本方針の実現に資するものと考えております。

 

①　「中期経営計画」による企業価値向上への取組み

当社は1923年の設立以降、コンクリート二次製品事業一筋で発展をしてまいりました。なかでも1966

年に全国で初めてのコンクリート二次製品、PCボックスカルバートの開発により飛躍的な発展を遂げ、

1975年２月にはABCグループ設立となり技術分権され、今日では日本PCボックスカルバート製品協会と

して全国で技術分権された企業が39社にも達し発展をしております。当社の今まで培ったボックスカ

ルバートの技術は、PCボックスカルバート、HTCボックスカルバートとなり、その周辺に関する技術開

発、用途開発は多くの知的財産権となり、近年では「ＴＢ（タッチボンド工法）」、「ＥＣＯ―ＣＬ工

法（エコ・クリーンリフト工法)」が開発され企業発展につながっています。

現在は公共事業関係の継続的な大幅削減が続く状況下、関連業界は非常に厳しい試練にさらされて

いますが、当社としては、今まで培った長年の経験に加え、長年蓄積された技術力、多くの知的財産権を

フルに活用し、この状況を打破し、この分野での真のチャンピオンになるべく魅力、活力のある企業に

成長するために①技術力を生かした自社主力製品の売上拡大、② (技術＋品質＋コスト)×販売力での

成長、③企業は数字なり、を戦略として2010年より第二次「中期経営３ヶ年計画」Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ

「Ｎｅｗ Ｒｅｂｉｒｔｈ」を策定いたしました。引続き、各方面のステークホルダーの皆様のご期待

に応えられるように「ニューリーバース」を合言葉に下記内容の目標・方針を制定し推進していきま

す。

 

（目標）・「会社の発展と、株主への安定した配当を持続できる利益を追求し、従業員の幸せ 

             な生活向上を実現する。」

　　　　・「コンクリート製品の先端技術製造会社でありつづけることを目指す。」

（経営方針）

　　　　　◇企業の成長＝（技術＋品質＋コスト）×販売力。

　　　　　◇ＣＳＲ重視の経営を目指す。

　　　　　◇安全・安心で良質な製品を提供する。

　　　　　◇三位一体の改革改善にて、たえず活性化を計り継続的な利益を追求する。

　　　　　◇「組織力」「技術力」の充実を計り、旭独自技術の入った商品開発を迅速化す

　　　　　　　る。
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　　　　　◇仕事に対する“情熱”“執念”“熱意”“気力”を持ち、新しい仕事にチャレン

　　　　　　　ジする。

　　　　　◇“企業は数字なり”を基に成果は数字で表す。

 

② コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社はコーポレートガバナンス（企業統治）の強化・充実を計るため、当社の「企業理念」「社

是」「社針」を基に地球環境を守り、社会の一員として企業の発展に取組み、株主・従業員及び家族の

幸せを追求し社会に貢献できる体制を構築していきます。

　　　　（企業理念）

　　　　　◇「誠意をもって、社会の安全・安心な環境整備に貢献し、株主・従業員及び家族

　　　　　　　　の幸せを追求する」

　　　　　◇「最高の技術をもって社会に奉仕する」

　　　　（社是）「信用第一」

　　　　（社針）「質の伴った量の拡大」

 

　　　　　具体的な取組みとしては

　　　　　◇内部統制システムの基本方針を策定し、役員及び社員の行動指針を定めていま

　　　　　　　す。具体的な基本方針は「コンプライアンス規程」「リスク管理規程」「内部通

　　　　　　　報規程」「倫理規範」を定め、年２回の各部にての法令等遵守（コンプライアン

　　　　　　　ス）チェックリストによる自己評価を行い、その結果を各部毎に評価をし社長へ

　　　　　　　の最終報告結果より、是正・改善を順次行い、目的を果たすこと等組織の充実を

　　　　　　　計り、企業の透明性・効率性・健全性の向上に推進しています。　　　　　

　　　　　　◇経営の体制として株主総会の下に取締役会と監査役会を置くとともに、さらに常

　　　　　　　務会を設けて、経営課題などを十分に議論し迅速なる意思決定を行う体制を構築

　　　　　　　する。又、監査役が独立の立場で取締役の職務の執行を監査する監査役設置会社

　　　　　　　を採用し、監査役会を設置しております。　　　　　

　　　　　　　　当社では多数の投資家の皆様に長期的な当社の投資を継続していただくために

　　　　　　　社是「信用第一」を基に企業価値の向上、株主の利益向上のために取組んでまい

　　　　　　　ります。

(3) 会社の支配に関する基本方針に照らして不適切なものによって当社の財務及び事業の方針

の決定が支配されることを防止するための取組み 

当社は、会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の

決定が支配されることを防止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるため

の取り組みとして、平成22年５月20日開催の当社取締役会において、「当社株式の大規模買付行為へ

の対応策」（以下「本プラン」といいます。）の継続を決議し、平成22年６月29日開催の第130回定

時株主総会（以下「本株主総会」といいます。）において、本プランの継続について承認を得ており

ます。

その概要は以下の通りです。

本プランの対象となる当社株式の大規模買付行為とは、特定株主グループの議決権割合を20％以

上とすることを目的とする当社株券等の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割

合が20％以上となる当社株券等の買付行為をいい、かかる買付行為を行う者を「大規模買付者」と

いいます。
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本プランにおける、大規模買付時における情報提供と検討時間の確保等に関する一定のルール

（以下「大規模買付ルール」といいます。）は、①事前に大規模買付者が当社取締役会に対して必要

かつ十分な情報を提供し、②必要情報の提供完了後、対価を現金のみとする公開買付による当社全株

式の買付けの場合は最長60日間、またはその他の大規模買付行為の場合は最長90日間を当社取締役

による評価・検討等の取締役会評価期間として設定し、取締役会評価期間が経過した後に大規模買

付行為を開始する、というものです。

本プランにおいては、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、原則として当該大規

模買付行為に対する対抗措置は講じません。但し、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかっ

た場合、遵守しても当該大規模買付行為が当社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益を著しく損なうと判断する場合には、必要かつ相当な範囲で新株予約権の無

償割当等、会社法その他の法律および当社定款が認める検討可能な対抗措置をとることがあります。

このように対抗措置をとる場合、その判断の合理性及び公正性を担保するために、取締役会は対抗

措置の発動に先立ち、当社の業務執行を行う経営陣から独立している社外監査役または社外有識者

から選任された委員で構成する独立委員会に対して対抗措置の発動の是非について諮問し、独立委

員会は、対抗措置の発動の是非について、取締役会評価期間内に勧告を行うものとします。当社取締

役会は、対抗措置を発動するか否かの判断に際して、独立委員会の勧告を最大限尊重するものとしま

す。

なお、本プランの有効期限は平成25年６月に開催される当社第133回定時株主総会の終結の時まで

とします。本プランは、本株主総会において継続が承認され発行した後であっても、①当社株主総会

において本プランを廃止する旨の株主の一定割合の意思表示が行われた場合、②当社取締役会によ

り本プランを廃止する旨の決議等が行われた場合には、その時点で廃止されるものとします。

継続後の本プランの詳細につきましては、当社インターネット上のウェブサイト

（http://www.asahi-concrete.co.jp）をご参照ください。

(4) 上記取組みが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合

致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでないことについて 

本プランは、①買収防衛策に関する指針の要件を充足していること、②株主共同の利益の確保・向

上の目的を持って導入されていること、③合理的な客観的発動要件の設定、④独立性の高い社外者の

判断の重視、⑤株主意思を重視するものであること、⑥デッドハンド型買収防衛策でないこと等の理

由から、基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を損なうものでなく、かつ、当社経

営陣の地位の維持を目的とするものではないと考えております。　

　

（５）研究開発活動

記載すべき事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,233,00013,233,000
東京証券取引所　
（市場第二部）

単元株式数は100株単位であり
ます。

計 13,233,00013,233,000― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年７月１日～
平成22年９月30日

― 13,233,000 ― 1,204,900 ― 819,054
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(百株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

太平洋セメント株式会社 東京都港区台場２－３－５ 28,028 21.18

日本ヒューム株式会社 東京都港区新橋５－３３－１１ 15,642 11.82

Ｔ．Ｍ．株式会社 東京都港区新橋１－１３－１２ 8,625 6.51

フェニックス株式会社 東京都港区新橋１－１３－１２ 6,500 4.91

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 6,450 4.87

小川一郎 神奈川県横浜市金沢区 5,860 4.42

シティグループ証券株式会社 東京都千代田区丸の内１－５－１ 4,000 3.02

豊証券株式会社 愛知県名古屋市中区栄３－７－１ 3,800 2.87

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１－２－１ 3,740 2.82

高周波熱錬株式会社 東京都品川区東五反田２－１７－１ 3,586 2.71

計 ― 86,231 65.16

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）　
　　　　　普通株式　

84,800
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

13,139,300
131,393 同上

単元未満株式
普通株式

8,900
― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 13,233,000― ―

総株主の議決権 ― 131,393 ―

(注)　１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式1,000株（議決権10個）が含

まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式60株が含まれております。
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② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
旭コンクリート工業
株式会社

東京都中央区築地1－8－2 84,800― 84,800 0.64

計 ― 84,800― 84,800 0.64

　

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
　４月

　
　５月

　
　６月

　　　　　７月 　　　　　８月 　　　　　９月

最高(円) 480 530 520 536 550 585

最低(円) 435 451 500 500 520 520

（注）株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期累計期間

(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期

会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期累計期間(平成22年４月１日か

ら平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間(平成21年７月１日か

ら平成21年９月30日まで)及び前第２四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第２四半期会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２

四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期財務諸表について、新創監査

法人により四半期レビューを受けております。

　

３  四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がないため、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,595,733 3,500,876

受取手形及び売掛金 4,168,377 5,707,688

製品 1,323,777 1,355,535

原材料及び貯蔵品 125,854 106,372

その他 208,352 130,068

貸倒引当金 △7,446 △16,089

流動資産合計 9,414,648 10,784,451

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 273,801 281,230

機械及び装置（純額） 148,003 159,066

土地 1,712,666 1,712,737

その他（純額） 280,225 288,327

有形固定資産合計 ※
 2,414,695

※
 2,441,361

無形固定資産 76,359 75,974

投資その他の資産

投資有価証券 471,477 326,197

その他 263,782 277,876

貸倒引当金 △18,182 △18,267

投資その他の資産合計 717,077 585,806

固定資産合計 3,208,132 3,103,141

資産合計 12,622,781 13,887,593

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,158,834 4,242,816

短期借入金 1,300,000 1,300,000

未払法人税等 11,562 21,072

賞与引当金 73,272 95,490

その他 170,790 122,078

流動負債合計 4,714,459 5,781,458

固定負債

退職給付引当金 96,608 120,781

長期未払金 264,910 265,930

その他 125,375 118,417

固定負債合計 486,893 505,128

負債合計 5,201,352 6,286,587
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,204,900 1,204,900

資本剰余金 819,054 819,054

利益剰余金 5,425,551 5,616,700

自己株式 △44,688 △44,649

株主資本合計 7,404,818 7,596,005

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 16,610 4,999

評価・換算差額等合計 16,610 4,999

純資産合計 7,421,428 7,601,005

負債純資産合計 12,622,781 13,887,593
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 5,512,784 5,529,742

売上原価 5,028,695 5,076,402

売上総利益 484,088 453,339

販売費及び一般管理費 ※１
 550,967

※１
 522,415

営業損失（△） △66,879 △69,075

営業外収益

受取利息 13,147 9,389

受取配当金 2,560 2,500

その他 ※２
 21,498

※２
 21,240

営業外収益合計 37,206 33,130

営業外費用

支払利息 9,613 9,613

その他 8,232 7,841

営業外費用合計 17,846 17,455

経常損失（△） △47,518 △53,399

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 2,214

投資有価証券売却益 513 －

その他 49 －

特別利益合計 563 2,214

特別損失

固定資産除却損 2,996 5,794

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 25,600

特別損失合計 2,996 31,394

税引前四半期純損失（△） △49,951 △82,579

法人税、住民税及び事業税 9,387 9,279

法人税等調整額 6,658 678

法人税等合計 16,046 9,957

四半期純損失（△） △65,997 △92,537
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 3,291,028 3,083,813

売上原価 3,025,720 2,818,333

売上総利益 265,308 265,479

販売費及び一般管理費 ※１
 278,302

※１
 264,800

営業利益又は営業損失（△） △12,994 679

営業外収益

受取利息 5,137 3,592

受取配当金 153 164

その他 ※２
 18,777

※２
 15,903

営業外収益合計 24,067 19,660

営業外費用

支払利息 4,833 4,833

その他 4,657 4,662

営業外費用合計 9,490 9,495

経常利益 1,582 10,844

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 79

投資有価証券売却益 513 －

特別利益合計 513 79

特別損失

固定資産除却損 2,325 1,026

特別損失合計 2,325 1,026

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △229 9,897

法人税、住民税及び事業税 4,742 4,636

法人税等調整額 △22,170 △15,957

法人税等合計 △17,428 △11,321

四半期純利益 17,198 21,219
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △49,951 △82,579

減価償却費 81,460 77,809

退職給付引当金の増減額（△は減少） △21,994 △11,894

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △35,550 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,225 △8,728

賞与引当金の増減額（△は減少） △10,162 △22,217

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △11,000 △10,000

受取利息及び受取配当金 △15,708 △11,890

支払利息 9,613 9,613

有形固定資産除却損 2,996 5,794

有価証券評価損益（△は益） △513 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 25,600

その他の営業外損益（△は益） 167 －

その他の特別損益（△は益） △49 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,312,820 1,514,547

たな卸資産の増減額（△は増加） △118,538 12,276

その他の資産の増減額（△は増加） △26,337 △53,989

未払消費税等の増減額（△は減少） △6,483 △12,106

仕入債務の増減額（△は減少） △396,858 △1,050,555

その他の負債の増減額（△は減少） 12,209 48,044

小計 722,894 429,723

利息及び配当金の受取額 12,835 9,764

利息の支払額 △9,613 △9,613

法人税等の支払額 △21,061 △20,718

営業活動によるキャッシュ・フロー 705,055 409,155

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 － 100,000

有形固定資産の取得による支出 △81,507 △90,101

ソフトウエアの取得による支出 － △1,318

投資有価証券の取得による支出 △442 △125,841

投資有価証券の売却による収入 55,412 －

投資その他の資産の増減額（△は増加） 2,561 20

差入保証金の差入による支出 △2,710 △254

差入保証金の回収による収入 2,343 469

投資活動によるキャッシュ・フロー △24,343 △117,025

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △1,372 △38

配当金の支払額 △96,017 △97,234

財務活動によるキャッシュ・フロー △97,389 △97,272

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 583,321 194,857

現金及び現金同等物の期首残高 590,940 835,876

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,174,262

※
 1,030,733
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第２四半期累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

会計処理基準

に関する事項

の変更

 

 

資産除去債務に関する会計基準等の適用
　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　　平
成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。
　これにより、当第２四半期累計期間の税引前四半期純損失が25,600千円増加しております。
また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は25,600千円であります。

　

【簡便な会計処理】

　

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日 
  至　平成22年９月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第２四半期会計期間末の貸倒実績率が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られる場合には、前事業年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

第１四半期会計期間末と第３四半期会計期間末における棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前事業年度末又は第２四半期会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定して

おります。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している固定資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定　　

　　　　　　　　　　　する方法によっております。

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定す

る方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められる場合には、前事業年度末において使用した将来業績予測や

タックス・プランニングを利用する方法としております。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

※　有形固定資産の減価償却累計額は、3,613,937千円で

あります。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、3,638,051千円で

あります。

　

(四半期損益計算書関係)

第２四半期累計期間

　

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日 
  至　平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費において主要な費目及び金

額は次のとおりであります。

　　　　　支払手数料　　　　　 30,451千円
　　　　　給与　　　　　　　　188,448千円
　　　　　役員報酬　　　　　　 78,972千円
　　　　　従業員賞与　　　   　36,149千円
　　　　　旅費交通費　　　   　34,922千円
　　　　　貸倒引当金繰入額　  　9,119千円
※２　営業外収益のその他における主要な費目及び金額
は次のとおりであります。
　　鉄屑売却による収入    　  16,207千円
 

※１　販売費及び一般管理費において主要な費目及び金

額は次のとおりであります。

　　　　　支払手数料　　　　 　33,864千円
　　　　　給与　　　　　　　　174,654千円
　　　　　役員報酬　　　　　 　85,440千円
　　　　　従業員賞与　　　　 　29,204千円
　　　　　旅費交通費　　　　 　33,088千円
 
※２　営業外収益のその他における主要な費目及び金額
は次のとおりであります。
　　鉄屑売却による収入    　  12,674千円
 

　３　著しい季節的変動

　当社の事業は公共事業依存度が高く、その性質上、国、

地方公共団体の予算の成立から実際の執行に至るまで

にタイムラグが生じ、第１四半期、第２四半期の売上高

は第３四半期以降の売上高に比べて過小という季節的

変動があります。従ってそれに伴い営業損益、経常損益

についても同様に変動があります。

　３　著しい季節的変動
　　　同　　左
 

 

 

 

　

第２四半期会計期間

　

前第２四半期会計期間
(自　平成21年７月１日 
  至　平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自　平成22年７月１日 
  至　平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費において主要な費目及び金

額は次のとおりであります。

　　　　　支払手数料　　　　　15,084千円
　　　　　給与　　　　　　　  91,936千円
　　　　　役員報酬　　　　　　42,750千円
　　　　　従業員賞与　　　　　18,507千円
　　　　　旅費交通費　　　　　16,410千円
　　　　　貸倒引当金繰入額　　 7,097千円
※２　営業外収益のその他における主要な費目及び金額
は次のとおりであります。
　　鉄屑売却による収入    　  16,207千円
 

　３　著しい季節的変動

　当社の事業は公共事業依存度が高く、その性質上、国、

地方公共団体の予算の成立から実際の執行に至るまで

にタイムラグが生じ、第１四半期、第２四半期の売上高

は第３四半期以降の売上高に比べて過小という季節的

変動があります。従ってそれに伴い営業損益、経常損益

についても同様に変動があります。

※１　販売費及び一般管理費において主要な費目及び金

額は次のとおりであります。

　　　　　支払手数料　　　　　19,765千円
　　　　　給与　　　　　　　  86,932千円
　　　　　役員報酬　　　　　　42,690千円
　　　　　従業員賞与　　　　　13,579千円
　　　　　旅費交通費　　　　　15,601千円
 
※２　営業外収益のその他における主要な費目及び金額
は次のとおりであります。
　　鉄屑売却による収入    　  12,674千円　
 

　３　著しい季節的変動

　　　同　　左
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日 
  至　平成22年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金 3,639,262千円

　　　計 3,639,262千円

定期預金 △2,465,000〃

現金及び現金同等物 1,174,262千円
　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金 3,595,733千円

　　　計 3,595,733千円

定期預金 △2,565,000〃

現金及び現金同等物 1,030,733千円

　

　

(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成

22年９月30日)

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 13,233,000

　
　
２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 84,860

　
　
３　新株予約権等の四半期会計期間末残高に関する事項

　　　　該当事項はありません。

　

　

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 98,611 7.50平成22年３月31日 平成22年６月30日

　

　(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　該当事項はありません。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度末と比較して、著しい変動が認められな

いため、記載しておりません。

　

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度末と比較して、著しい変動が認められな

いため、記載しておりません。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

　関連会社が存在しないため、記載しておりません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、「コンクリート関連事業」と「不動産事業」の２つの報告セグメントとしております。「コンク

リート関連事業」は、セメント二次製品部門、工事部門、主にセメント二次製品に装着する資材の仕入及び

販売を行っているその他部門の３部門で構成されており、「不動産事業」は所有不動産の賃貸収入となっ

ております。

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　　　(単位：千円)

　

報告セグメント

合計
コンクリート関連事業 不動産事業

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 5,504,660 25,0815,529,742

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ―

計 5,504,660 25,0815,529,742

セグメント利益又は損失（△） △59,611 12,660 △46,950

　

　

当第２四半期会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　(単位：千円)

　

報告セグメント

合計
コンクリート関連事業 不動産事業

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 3,071,052 12,7613,083,813

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ―

計 3,071,052 12,7613,083,813

セグメント利益 4,635 6,977 11,613
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３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容(差異調整に関する事項)

当第２四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 　(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 △46,950

全社費用(注) 22,124

四半期損益計算書の営業損失（△） △69,075

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

　

当第２四半期会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 　　　(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 11,613

全社費用(注) 10,934

四半期損益計算書の営業利益 679

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

　

　

４  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

(追加情報)

第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年

３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平

成20年３月21日)を適用しております。

 

(賃貸等不動産関係)

当社の賃貸等不動産の総額に、重要性が乏しいため注記を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

564.45円 578.10円

　

２  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額等

第２四半期累計期間

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日 
  至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失（△）　　　　　　 △5.02円 １株当たり四半期純損失（△）　　　　　　△7.04円

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

 ２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日 
  至　平成22年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純損失（△）(千円) △65,997 △92,537

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失（△）(千円) △65,997 △92,537

普通株式の期中平均株式数(株) 13,150,980 13,148,195

　 　 　

第２四半期会計期間

前第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 1.31円
　

１株当たり四半期純利益金額 1.61円
　

(注)  １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 ２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 17,198 21,219

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 17,198 21,219

普通株式の期中平均株式数(株) 13,150,483 13,148,180

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

旭コンクリート工業株式会社(E01143)

四半期報告書

26/30



　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月11日

旭コンクリート工業株式会社

取締役会　御中

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　新創監査法人

 

指定社員
業務執行社員 公認会計士 藤　田　世　潤　 　印

　 　 　 　

指定社員
業務執行社員 公認会計士 濵　屋　　浩   印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている旭コ

ンクリート工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第130期事業年度の第２四半期会

計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期累計期間(平成21年４月１日から平

成21年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、旭コンクリート工業株式会社の平成21年９月30日現在

の財政状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半

期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお

いて認められなかった。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月11日

旭コンクリート工業株式会社

取締役会　御中

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　新創監査法人

指定社員
業務執行社員 公認会計士 藤　田　世　潤　 　印

　 　 　 　

指定社員
業務執行社員 公認会計士 濵　屋　　浩 　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている旭コ

ンクリート工業株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第131期事業年度の第２四半期会

計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び第２四半期累計期間(平成22年４月１日から平

成22年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、旭コンクリート工業株式会社の平成22年９月30日現在

の財政状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半

期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお

いて認められなかった。

　

　追記情報

四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期

会計期間から資産除去債務に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により四半期財務諸表を作

成している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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